様式第１号
ひょうご花緑創造プラン改定に係る調査検討業務
公募型プロポーザル応募申請書
令和　　　年　　　月　　　日
兵庫県知事　齋藤　元彦　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所（法人又は団体にあっては、主たる事務所の所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（法人又は団体にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話　　（　　　　）　　　　－　　　　番

電子メール
ひょうご花緑創造プラン改定に係る調査検討業務公募型プロポーザル募集要項に基づき、下記の関係書類を添えて応募します。
また、同要項２に掲げる要件を全て満たしていることを誓約します。
記
ア　応募申請書【様式第１号】
イ　応募者概要【様式第２号】
ウ　業務実績【様式任意】
エ　業務実績を証明するもの（テクリス登録内容確認書、契約書等）
オ　企画提案書【様式任意】

カ　経費積算見積書【様式第３号】
キ　誓約書【様式第４-１号】、【様式第４-２号】
様式第２号
応　募　者　概　要
応募者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	住所
(主たる営業所の所在地)
	〒


	代表者
	氏　　　　名
	

	
	連絡先
	（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　（FAX）

	
	E-mail
	

	担当者
	所属・氏名
	

	
	連絡先
	（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　（FAX）

	
	E-mail
	※ パソコンからのメールが受信できるアドレスを記載してください。今後の連絡先とさせていただきます。

	創立年月日
	

	法人化年月日
	　　　年　　　月　　　日　　※ 法人化していない場合は記載不要です。

	従業員数
	人　（うち正社員　　　　　　人）

	主な事業内容

	

	応募者の事業等の特色
（PR点）

	


	ホームページURL
	


【記載に当たっての注意事項】
 （１）枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張して制作してください。
 （２）会社概要（パンフレット）等がある場合は、添付してください。

※　過去15年以内の兵庫県又は兵庫県内の市町の緑に関する計画（一定の広域的区域を対象とした緑の保全、創出等に関する計画（「緑の基本計画」等））の策定・改定業務実績をＡ４用紙片面１枚以内にわかりやすくまとめてください。
※　業務実績を証明するもの（テクリス登録内容確認書、契約書等）の写しを併せてご提出ください。
　＜記載内容＞
　　　業務名、業務年度、発注者、受託金額、業務概要を記載してください。

　※　昨今の花と緑を取り巻く社会潮流や課題を踏まえ、以下の項目について、応募者の考え等を、Ａ４用紙片面２枚以内にわかりやすくまとめてください。
・新たなひょうご花緑創造プランで掲げるべき理念・目標案

・今後のさらなる人口減少・高齢化を見据えた、花緑によるまちづくりを持続的に展開するための施策のあり方
・仕様書に示す現行プランのフォローアップ、改定案の検討における具体的な実施手法や実施体制
・その他（今後、本県が重点的に取り組んでいくべき課題やその解決に向けた方向性等の自由提案、他の事業者と比べた時の優位性等）
様式第３号
経費積算見積書
応募者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）

	区分
	積算内訳（単価・数量等）
	見積金額

	フォローアップ
改定案の作成
小委員会運営支援
報告書の作成
打合せ
直接人件費
直接経費
　電子成果品
　旅費交通費

直接費計
その他原価
業務原価
一般管理費
	
	

	小 計　  (Ａ)
	
	

	消費税
(Ｂ)=(Ａ)×消費税率
	
	

	合　計
(Ｃ)=(Ａ)+(Ｂ)
	
	


【記載に当たっての注意事項】
（１） 必要な項目が記載されていれば、Excelファイル等で制作した経費積算見積書でも差し支えありません。
（２） 区分に計上する見積金額は税抜き金額としてください。
（３） 内訳については、可能な限り、積算根拠（業務内容毎の従事技術者数など）を明示してください。
（４）　消費税免税事業者の場合は、「消費税」欄にその旨記載してください。
（５） 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張するか任意の様式で別紙として制作してください。
様式第４-1号
誓　約　書
令和　　年　　月　　日
兵庫県知事　　齋藤　元彦　様　
（申請者）
所　在　地

名　　　称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　

電　　　話　　（　　　　）　　　　－　　　　番

電子メール
兵庫県暴力団排除条例（平成２２年条例第３５号（以下「条例」という。））を遵守し、暴力団を利することにならないよう措置を講じて暴力団排除に協力するため、下記２のとおり誓約します。
記
１　 条例第２条第１項に規定する暴力団、又は第３号に規定する暴力団員に該当しないこと。
２　 兵庫県暴力団排除条例施行規則（平成２３年公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。
３　　契約の履行に係る業務の一部を第三者に行わせようとする場合にあっては、前二項に該当
する者をその受託者としないこと。
４　　暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者に業務委託料債権を譲渡しないこと。

５　　前４号のほか本委託契約に係る「暴力団排除に関する特約」の各条項に違反したときには、同特約の条項に基づく契約の解除、違約金の請求その他の発注者が行う一切の措置について異議を述べないこと。
様式第４-2号
誓　約　書
令和　　年　　月　　日
兵庫県知事　　齋藤　元彦　様　
（申請者）
所　在　地

名　　　称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　

電　　　話　　（　　　　）　　　　－　　　　番

電子メール
本契約に基づく業務に従事する労働者の適正な労働条件を確保するため、下記の事項を誓約します。
記
１　 本契約に基づく業務に関わっている労働者に対し最低賃金額以上の賃金の支払を行うこと、及び労働関係法令を遵守すること。
２　 本契約に基づく業務に関わっている労働者に対する賃金の支払について次に該当するときは、速やかに県へ報告を行うこと。
ア　県から最低賃金額以上の賃金の支払を行うよう指導を受けその報告を求められたとき。
イ　労働基準監督署から最低賃金法の違反について行政指導を受けたとき。
ウ　労働基準監督署に上記イの是正の報告を行ったとき。
３　 本契約に基づく業務の一部を他の者に行わせようとする場合及び派遣労働者を関わらせようとする場合にあっては、最低賃金額以上の賃金の支払及び労働関係法令の遵守を誓約した者を受託者とし、その契約金額（同一の者と複数の契約を締結した場合には、その合計金額。）が200万円を超えるときは、この誓約書に準ずるものとして別に県が定める誓約書を提出させ、その写しを県に提出すること。
４　 受託者が労働関係法令を遵守していないと認めるときは、当該受託者に対し、指導その他の労働者の適正な労働条件を確保するために必要な措置を講ずること。
５　 本契約に基づく業務において､次のいずれかに該当するときに県が行う本契約の解除、違約金の請求その他県が行う一切の措置について異議を唱えないこと。
ア　県に対し、上記(2)の報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。
イ　最低賃金法第４条第１項の規定に違反したとして、検察官に送致されたとき。
業務実績（Ａ４版）





企画提案書（Ａ４版）








